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第1章 ２２年９月期の実績
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貸出金：期末残高 ２兆７，２６２億円

年伸率：＋１．２％ 増加額：＋３２４億円

コア業務純益：１１４億円 (前年同期比 ＋１１億円)

不良債権比率

２．６０％

(前年同期比:△０．２３％）

成
長
性

成
長
性

収

益

性

収

益

性

健
全
性

健
全
性

預金等：期末残高 ３兆３，６１２億円

年伸率：＋２．３％ 増加額：＋７８６億円

預金等・預り資産合計年伸率：＋２．９％

経 常 利 益：５６億円 （前年同期比 ＋３０億円)

中間純利益：３０億円 （前年同期比 ＋１４億円)  

※与 信 関 係 費 用 ： ３４億円（前年比 △４６億円）

※有価証券関係損益：△２３億円（前年比 △３０億円）

不良債権残高

７１７億円

(前年同期比:△５４億円)

分配可能額

５１１億円

(前年同期比：＋３５億円)

自己資本比率（単体）

１０．７３％
(前年同期比：＋０．３４％）

２２年９月期決算の概要２２年９月期決算の概要

収 益 の 推 移

•貸出金残高は、前年同期比＋３２４億円（＋１．２％）の２兆７,２６２億円
•預金等残高は、前年同期比＋７８６億円（＋２．３％）の３兆３,６１２億円
•コア業務純益は、前年同期比＋１１億円となり１１４億円を確保

•貸出金残高は、前年同期比＋３２４億円（＋１．２％）の２兆７,２６２億円
•預金等残高は、前年同期比＋７８６億円（＋２．３％）の３兆３,６１２億円
•コア業務純益は、前年同期比＋１１億円となり１１４億円を確保

実質業務純益：１００億円 （前年同期比 △５億円)

115 106 103
114

108

56

2630

88
103

30
1620
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61
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１８/９ １９/９ ２０/９ ２１/９ ２２/９

コア業務純益 経常利益 中間純利益(億円)
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利益の状況利益の状況①①

前年同期比

増減額

業務粗利益 1 27,987 △ 639

資金利益 2 25,735 446

役務取引等利益 3 2,212 277

その他業務利益 4 39 △ 1,364

（債券５勘定尻） 5 △ 1,388 △ 1,650

（金融派生商品収益等） 6 1,427 285

経費 (臨時費除く）(△) 7 17,942 △ 123

うち、人件費(△) 8 9,213 135

うち、物件費(△) 9 7,802 △ 222

実質業務純益 10 10,045 △ 516

コア業務純益 11 11,433 1,133

実績番号

２２年９月期の収益状況２２年９月期の収益状況

【資金利益の内訳】

（増加要因）
①預金等利息減少 12.4億円
②有価証券利息 6.1億円
③コールローン 0.1億円

（減少要因）
①貸出金利息減少 10.8億円
→うち、Ｖ要因 0.9億円増加

Ｒ要因 11.8億円減少
②ｽﾜｯﾌﾟ支払利息増加 2.8億円
③その他 0.6億円

•資金利益は、計画通りに推移し前年同期比４億円増加の２５７億円
•役務取引等利益は、一時払終身保険の販売が堅調に推移し前年同期比２億円増加の２２億円
•経費については、人件費１億円増加、物件費２億円の減少となり合計で１億円削減

•資金利益は、計画通りに推移し前年同期比４億円増加の２５７億円
•役務取引等利益は、一時払終身保険の販売が堅調に推移し前年同期比２億円増加の２２億円
•経費については、人件費１億円増加、物件費２億円の減少となり合計で１億円削減

（単位:百万円）

【債券５勘定の内訳】
国債等債券売却益 0.4億円

〃 売却損(△)   13.6億円
〃 償還益 0.5億円
〃 償還損(△) 1.2億円
〃 償却(△) -
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利益の状況利益の状況②②

・与信関係費用は一般貸倒引当９億円、不良債権処理費用２４億円の計３４億円で前年同期比△４６億円
・経常利益は、コア業務純益の増加に加え、与信関係費用の減少により、前年同期比３０億円増加の５６億円
・中間純利益は前年同期比１４億円増加の３０億円

・与信関係費用は一般貸倒引当９億円、不良債権処理費用２４億円の計３４億円で前年同期比△４６億円
・経常利益は、コア業務純益の増加に加え、与信関係費用の減少により、前年同期比３０億円増加の５６億円
・中間純利益は前年同期比１４億円増加の３０億円

２２年９月期の収益状況２２年９月期の収益状況

(単位：百万円、％)

前年同期比

増減額

一般貸倒引当金繰入額（△） 12 973 △ 1,358

業務純益 13 9,072 841

臨時損益 14 △ 3,449 2,174

不良債権処理費用（△） 15 2,467 △ 3,244

株式関係損益(株式3勘定尻) 16 △ 996 △ 1,446

その他 17 13 377

経常利益 18 5,620 3,016

特別損益 19 288 △ 58

税引前中間純利益 20 5,909 2,957

中間純利益 21 3,040 1,439

自己資本比率 22 10.73% 0.34%

番号 実績
【与信関係費用の内訳】

２２／９ ２１／９
①一般貸倒引当金繰入 9億円 23億円
②不良債権処理費用 24億円 57億円

計 34億円 80億円
前年同期比△46億円

【株式関係損益の内訳】

①株式等売却益 0億円
②株式等売却損 (△)  0.9億円
③株式等償却(△)       9.1億円

Copyright, Musashino Bank Ltd. 5

(注）不良債権処理費用は平成２２年６月期より保証協会責任
共有制度負担金等を含めて記載しております。（平成２１年９
月期についても同様とし、前年同期比を算出しております。）
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運用・調達実績運用・調達実績

(単位：％)

1 1.677 △ 0.097

貸出金利回り 2 1.869 △ 0.088

有価証券利回り 3 1.182 0.015

4 0.126 △ 0.080

（預金等利回り） 5 0.126 △ 0.081

<円預貸金利回差> 6 1.744 △ 0.008

7 1.262 △ 0.114

8 0.415 0.017

２２年９月期 前年同期比

 資金調達原価

 総資金利鞘

項          目

 資金運用利回り

 預金利回り

増減額 増減率

貸 出 金 26,993 104 0.3%

有 価 証 券 6,262 968 18.2%

預 金 等
（ NCD を 含 む ） 33,564 1,183 3.6%

預 り 資 産 残 高
（ 末 残 ） 5,243 332 6.7%

(単位：億円、％)

22年９月期
前年同期比

項         目

期中平残期中平残

利回り等利回り等

利回り等推移

•貸出金平残は、前年同期比１０４億円（＋０．３％）の伸び
•総資金利鞘は、前年同期比０．０１７％拡大の０．４１５％

•貸出金平残は、前年同期比１０４億円（＋０．３％）の伸び
•総資金利鞘は、前年同期比０．０１７％拡大の０．４１５％

1.744
1.8121.864

1.752
1.915

1.869
1.957

2.0901.966
2.088

1.473 1.503

1.1821.1671.233

0.229 0.1260.206
0.282

0.058

0.00

0.50

1.00

1.50

2.00

2.50

18/9 19/9 20/9 21/9 22/9

0.00

0.20

0.40

0.60

0.80

1.00

1.20

1.40

1.60

1.80

2.00
(単位：%)

円預貸金利回差

貸出金利回り

有価証券利回り

預金利回り（右目盛）
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貸出金の推移貸出金の推移

    項                  目 18/9 19/9 20/9 21/9 22/9
期　　末　　残　　高 23,413 25,419 26,471 26,938 27,262
　　　増　　加　　額 1,748 2,005 1,052 466 324
　　　伸　　び　　率 8.0 8.5 4.1 1.7 1.2
地 銀 平 均 伸 び率 3.2 2.6 2.9 2.6 0.6

（当行一般貸出金残高） (21,552) (23,114) (24,003) (24,789) (24,912)
（増　加　額） (1,556) (1,562) (889) (786) (123)
（伸 び 率）　 (7.9) (7.2) (3.8) (3.2) (0.5)

(単位：億円、％）
貸出金の推移貸出金の推移

(12,448)
(13,306) (13,421) (13,430) (13,008)

(9,104)
(9,808)

(10,582)
(11,359)

(11,904)

(2,350)(2,149)(2,468)(2,305)
(1,861)

0

4,000

8,000

12,000

16,000

18/9 19/9 20/9 21/9 22/9

事業性貸出 非事業性貸出 地公体等

（単位：億円）

貸出金内訳の推移

13.46% 14.30% 14.82% 15.24%

14.72% 14.62% 15.29%

15.27%

71.82%
71.08% 69.98% 69.60% 69.60%

15.20% 15.23%

0%

20%

40%

60%

80%

100%

18/9 19/9 20/9 21/9 22/9

当行 他の銀行 信用金庫

•貸出金残高の伸びは鈍化するも、一般貸出金（地公体、財務省向け等特殊貸出を除く）は、前年同期比１２３億円（＋０．５％）の増加
•特に、個人ロ－ンは、＋５．１％の伸びを維持
•県内シェアは、前年同期比０．０３％上昇し、１５．２７％

•貸出金残高の伸びは鈍化するも、一般貸出金（地公体、財務省向け等特殊貸出を除く）は、前年同期比１２３億円（＋０．５％）の増加
•特に、個人ロ－ンは、＋５．１％の伸びを維持
•県内シェアは、前年同期比０．０３％上昇し、１５．２７％

県内金融機関貸出金シェアの推移 （単位：％）
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預金等残高預金等残高・預り資産・預り資産残高の推移残高の推移

1,480

1,849 1,355 1,170 1,136

1,287 1,516 1,951

1,941 2 ,176 2 ,223 2 ,154
1,661

999

702

0

1,000

2,000

3,000

4,000

5,000

6,000

18/9 19/9 20/9 21/9 22/9

(単位：億円)

国債 投信 保険

   （4,790） （4,819） （4,911）
（5,243）

(3,844)

24,940

22,093 22,790 24,497
23,734

7,289
7,065

8,532
7,059

8,155

0

5,000

10,000

15,000

20,000

25,000

30,000

35,000

18/9 19/9 20/9 21/9 22/9

0

1

2

3

4

5

6

7

8

9

10
個人 法人

当行伸び率 地銀伸び率

(29,159)
(30,079) (30,793)

(32,652)
(33,472)

    項                   目 18/9 19/9 20/9 21/9 22/9
    預金残高 （末残） 29,159 30,079 30,793 32,652 33,472
    　　　　　　伸び率 2.6 3.2 2.3 6.0 2.5
    　　　　 地銀平均 1.2 2.2 1.4 2.9 2.4
　　NCD残高（末残） 374 1,100 789 173 139
    預 り 資 産 残 高 3,844 4,790 4,819 4,911 5,243
    　　　　　　伸び率 39.6 24.6 0.6 1.8 6.7

（単位：億円、％）

（単位：億円）
預り資産残高の推移

（単位：％）

預金等の推移預金等の推移

預金残高の推移

・預金残高は、前年同期比８２０億円増加の３兆３，４７２億円で増加率２．５％
・特に、個人預金は、前年同期比＋４４３億円の２兆４，９４０億円と順調に増加
・預り資産等残高は、前年同期比３３２億円増加の５，２４３億円

・預金残高は、前年同期比８２０億円増加の３兆３，４７２億円で増加率２．５％
・特に、個人預金は、前年同期比＋４４３億円の２兆４，９４０億円と順調に増加
・預り資産等残高は、前年同期比３３２億円増加の５，２４３億円
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役務利益および経費の推移役務利益および経費の推移

経費及びコアＯＨＲの推移

9,207 9,301 9,331 9,077 9,213

984 991
983

963 926

7,709 7,772 8,204 8,024
7,802

62.20%

60.90% 63.57%
63.68%

61.07%

0
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4,000

6,000

8,000

10,000

12,000

14,000

16,000

18,000

20,000

18/9 19/9 20/9 21/9 22/9

(単位：百万円、%)

人件費 物件費

税金 コアＯＨＲ

(17,901) (18,066)
(18,519)

(18,065) (17,942)

役務利益の推移

966
1,222

613 461 521

472

618

520

347

68552

20

98

66

115 985

1,072

1,201

1,243

1,409

0

500

1,000

1,500

2,000

2,500

3,000

3,500

4,000

18/9 19/9 20/9 21/9 22/9

（単位：百万円）

投信関連 保険窓般 国債等 その他（為替手数料等）

(2,962）
(3,１81）

(2,402）

（1,934）

（2,212）

（ ）内は、役務利益合計

•投信・保険手数料の増加３億９８百万円を主因に、役務取引利益は前年同期比２億７７百万円増加の２２億１２百万円
•コアＯＨＲは６１.０７％へ低下

•投信・保険手数料の増加３億９８百万円を主因に、役務取引利益は前年同期比２億７７百万円増加の２２億１２百万円
•コアＯＨＲは６１.０７％へ低下

（ ）内は、経費合計
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貸出金の状況貸出金の状況

貸出金の内訳 推移
（単位：億円）業種別構成割合の地銀平均比較（２２／３月末対比）

•貸出金の業種別構成は、不動産業・物品賃貸業向けが地銀平均を５.３％、住宅ローン等が７.３％上回る
•個人による貸家業（アパートマンションローン）は前年同期比２８０億円増加（年率１１．７％）し、２，６６８億円

•貸出金の業種別構成は、不動産業・物品賃貸業向けが地銀平均を５.３％、住宅ローン等が７.３％上回る
•個人による貸家業（アパートマンションローン）は前年同期比２８０億円増加（年率１１．７％）し、２，６６８億円

当行（22/9） 地銀平均（22/3） 平均比

製造業 10.7% 13.6% △ 2.9%

農業・林業・鉱業 0.3% 0.5% △ 0.2%

建設業 5.1% 4.4% 0.7%

電気・ガス・熱供給・水道業 0.6% 0.9% △ 0.3%

情報通信業 0.3% 0.7% △ 0.4%

運輸業・郵便業 3.3% 3.3% 0.0%

卸売・小売業 8.4% 11.5% △ 3.1%

金融・保険業 2.6% 3.9% △ 1.3%

不動産業・物品賃貸業 19.3% 14.0% 5.3%

各種サービス業 7.2% 8.9% △ 1.7%

地方公共団体 5.5% 8.9% △ 3.4%

その他（住宅ﾛｰﾝ等） 36.6% 29.3% 7.3%

計 100.0% 100.0%

2,077 2,269 2,388 2,529 2,668

2,281 2,132 1,962
1,961 1,954

191
277 286 254 214

0

1,000

2,000

3,000

4,000

5,000

6,000

２０／９ ２１／３ ２１／９ ２２／３ ２２／９

（単位：億円）

個人による貸家業（ｱﾊﾟｰﾄﾏﾝﾝｼｮﾝ） 法人 土地開発公社等

(4,635) (4,687)   (4,604)
(4,704) （4,813）

不動産業の内訳

18/9 19/9 20/9 21/9 22/9

貸出金 23,413 25,419 26,471 26,938 27,262

　事業性 12,448 13,306 13,421 13,430 13,008

非事業性 9,104 9,808 10,582 11,359 11,904

　地公体 808 1,339 1,393 1,583 1,693

　その他 1,053 966 1,075 566 657
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不良債権の状況不良債権の状況

・不良債権残高は７１７億円と前年同期比５４億円減少、不良債権比率は２.６０％と、前年同期比０.２３％低下
・与信関係費用は前年同期比４６億円減少の３４億円。実質与信コスト率は前年同期比０．３８％低下の０．１９％

・不良債権残高は７１７億円と前年同期比５４億円減少、不良債権比率は２.６０％と、前年同期比０.２３％低下
・与信関係費用は前年同期比４６億円減少の３４億円。実質与信コスト率は前年同期比０．３８％低下の０．１９％

不良債権比率と実質与信コスト率の推移

※地銀平均の不良債権比率（22/9）および実質与信コスト率は、当行計算値

273 217

329 299

293 325 344

267
212

235 173 156

135 143
271

0

200

400

600

800

1000

18／9 19／9 20／9 21／9 22／9

(単位：億円）

破産更生債権等 危険債権 要管理債権

  (731)
   (654)

(798)  (771)
(717)

（ ）内は、不良債権額

不良債権残高（再生法ベース）の推移
（単位：％）

11

与信関係費用の推移

0.190.530.420.420.34実質与信コスト率（右目盛り・地銀）

0.190.570.640.020.17実質与信コスト率（右目盛り・当行）

3.043.22 3.783.874.30不良債権比率（地銀）

2.60 2.83 2.98 2.54 3.08 不良債権比率（当行）

２２／９２１／９２０／９１９／９１８／９

2.60

3.08

2.54 2.98

2.83

3.22

3.04

4.30

3.87

3.78

0.17

0.19

0.57

0.02

0.64

0.34

0.53
0.42

0.19

0.42

0

1

2

3

4

5

18／9 19／9 20／9 21／9 22／9

（単位：％）

0.0

0.2

0.4

0.6

0.8

不良債権比率（当行） 不良債権比率（地銀）
実質与信コスト率（右目盛り・当行） 実質与信コスト率（右目盛り・地銀）

1

9

19

51

1
6 7 5 5△ 7

21 23

58

7

19

△ 15

5

25

45

65

18/9 19/9 20/9 21/9 22/9

一般貸倒引当金
個別貸倒引当金
その他

（単位：億円）
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有価証券の状況有価証券の状況

•有価証券は国債、地方債の積増しにより増加。投資信託や証券化商品のリスクは限定的
•保有株式（時価）は３４７億円とＴｉｅｒ１（１，４５３億円）の２３％

•有価証券は国債、地方債の積増しにより増加。投資信託や証券化商品のリスクは限定的
•保有株式（時価）は３４７億円とＴｉｅｒ１（１，４５３億円）の２３％

(6,460)
(6,099)

(5,231)

(4,659)

有価証券残高の内訳推移

2,347 1,985 1,675
2,177

1,188
1,216

1,195 1,328

1,654

1,241
1,406

1,251 1,054

1,137

671
591

408 371

347

1,648

921 826

510 582

626

127

202

-56

35

101

0

1,000

2,000

3,000

4,000

5,000

6,000

7,000

１８／９ １９／９ ２０／９ ２１／９ ２２／９

-100

-50

0

50

100

150

200

250

（単位：億円）

国債 地方債 社債

株式 その他 含み損益（右目盛）

（6 ,368） （6 ,024）

（5 ,041） （4 ,985）

（5 ,942）
（　）内は、有価証券計

その他 ６２６億円の内容（評価損益）
・円建外債 ３０９億円（ ４億円）
・外貨建債券 １７７億円（ ５億円）
・投資信託 １２５億円（△１１億円）
・投資事業組合 １３億円（ －億円）

合計 ６２６億円（ △１億円）

①保有投資信託の内訳（評価損益）
・株式投信 １０億円（ △２億円）
・ＲＥＩＴ －億円（ －億円）
・外債組入 １５億円（ △３億円）
・私募投信 ９９億円（ △４億円）

合計 １２５億円（△１１億円）

②ｸﾚｼﾞｯﾄﾃﾞﾘﾊﾞﾃｨﾌﾞ・ＣＤＯ関連
・保有なし

③不動産関連（評価損益）
・フレディマック ３億円（△０億円）



1313

資本の状況資本の状況

941
941 941 941 941

416 516 511476516

516517
499452466

10.39 10.7310.52 10.39 10.40

7.92
7.617.757.937.83

0

500

1,000

1,500

2,000

2,500

18/9 19/9 20/9 21/9 22/9

0.00

2.00

4.00

6.00

8.00

10.00

12.00

剰余金等 資本金・準備金

Tier2等 自己資本比率(右目盛り) （単位：億円、％）

(1,824) (1,911) (1,958) (1,935) (1,969)

自己資本比率等の推移

（ ）内は、自己資本額

•２２年９月期の自己資本比率は、１０.７３％と前年同期比０．３４ポイントの上昇
•２２年９月期のＴｉｅｒ1比率は７．９２％

•２２年９月期の自己資本比率は、１０.７３％と前年同期比０．３４ポイントの上昇
•２２年９月期のＴｉｅｒ1比率は７．９２％

▲ Ｔｉｅｒ１比率
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（単位：億円、%）

単体

中 間 純 利 益 27 30 △ 3 89.24

項   目
連結

22/9期
連単差額

157

51経 常 収 益

経 常 利 益

連単比率(%)

114.43

102.67

358

56

410

ぶぎんぶぎんグループの決算状況グループの決算状況

（単位：億円、％）

自 己 資 本 比 率 （ ％ ） 10.82 10.47 0.35

項   目

経 常 収 益

22/9期

13

前年同期比

27

△ 33

32経 常 利 益

中 間 純 利 益

410

57

21/9期

443

25

13

連単比較連単比較

前年同期比較前年同期比較

・連結経常利益は５７億円（前年同期比＋２５億円）、連結中間純利益は２７億円（前年同期比＋１３億円）
・連結中間純利益が単体比△３億円の要因は、ぶぎん保証㈱の中間純損失４億円によるもの

・連結経常利益は５７億円（前年同期比＋２５億円）、連結中間純利益は２７億円（前年同期比＋１３億円）
・連結中間純利益が単体比△３億円の要因は、ぶぎん保証㈱の中間純損失４億円によるもの

※ぶぎん保証㈱ 経常損失 ３億円 中間純損失 ４億円
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２３年３月期の業績予想（単体）２３年３月期の業績予想（単体）

（単位：億円、％）

平成２３年３月期通期 前年比

計画 増減額

業　務　粗　利　益 1 557 0

資金利益 2 513 5

役務取引等利益 3 41 3

その他業務利益 4 2 △ 8

経　費　（△） 5 358 3

コア業務純益 6 219 8
一般貸倒引当金繰入（△） 7 1 △ 17

業　務　純　益 8 197 14
不良債権処理費用（△） 9 64 △ 38

経　常　利　益 10 112 46
当　期　純　利　益 11 66 25

自己資本比率 12 10.80 0.30

項　目　 番号

＜連結／通期 予想＞ ・経常利益 １１４億円 ・当期純利益 ６３億円

＜予想の前提＞ 年間ベース
○貸出金増加計画（末残）
事業性 年間 △272億円
（上期△ 332億円、下期 60億円）
個人ローン 年間 531億円
（上期 231億円、下期300億円）

※上期は実績、下期は計画

○預貸金利回り（前年同期比）
①貸出金 1.947%⇒1.850%

（△0.097%）
②預金等 0.189%⇒0.111%

（△0.078%）
③預貸金利回り差1.758%⇒1.739%

①－② （△0.019%）

○資金利益 ＋５．５億円
【増加要因】
①預金等利息減少 ２４．４億円
②有価証券利息 ５．１億円

【減少要因】
①貸出金利息減少 ２０．３億円
②ｽﾜｯﾌﾟ支払利息増加 ２．６億円
③その他 １．１億円

○与信関係費用減少（△５５億円）
１２１億円→６６億円
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第２章 主な業務運営施策
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営業力の強化（店舗ﾁｬﾈﾙの強化、営業活動高度化等）営業力の強化（店舗ﾁｬﾈﾙの強化、営業活動高度化等）

●事務改革の徹底推進
・営業店後方事務を最大限本部集中化

～為替、諸届ほか～

●本部スリム化
・業務の見直しによる人員のスリム化

効率化

●事務改革の徹底推進
・営業店後方事務を最大限本部集中化

～為替、諸届ほか～

●本部スリム化
・業務の見直しによる人員のスリム化

効率化

チャネルの強化チャネルの強化

●店舗の新設等
・県南部を中心に空白エリアに出店

●非対面チャネルの強化
・インターネット取引の高度化

武蔵野線

●戦略分野への経営資源の投入
・市場性に合わせた業推人員の配置、増員
・シニア、女性の更なる戦力化

●大幅な配置転換を展望

●戦略分野への経営資源の投入
・市場性に合わせた業推人員の配置、増員
・シニア、女性の更なる戦力化

●大幅な配置転換を展望

23年3月
東浦和支店開設

更に数ヶ店の
新設・移設を

計画

●新営業体制の定着
・「面営業」の徹底、総合取引の推進
～ｻﾎﾟｰﾄﾂｰﾙとして「営業支援ｼｽﾃﾑ」を導入

・ﾋﾞｼﾞﾈｽサポーターの段階的拡充

●人材育成の強化
・若手営業担当者の早期育成
・次期店頭担当者、次期ＦＡ向け研修会の充実

●新営業体制の定着
・「面営業」の徹底、総合取引の推進
～ｻﾎﾟｰﾄﾂｰﾙとして「営業支援ｼｽﾃﾑ」を導入

・ﾋﾞｼﾞﾈｽサポーターの段階的拡充

●人材育成の強化
・若手営業担当者の早期育成
・次期店頭担当者、次期ＦＡ向け研修会の充実

営業活動の高度化営業活動の高度化

後方事務人員

本部間接人員

後方事務人員

本部間接人員

人材再配置人材再配置効率的経営体制の確立効率的経営体制の確立

訪問件数の増加
情報の蓄積

提案営業の展開
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法人部門戦略法人部門戦略

地域情報の活用地域情報の活用

県内成長分野への注力県内成長分野への注力

380

494

43

28

0

200

400

600

800

1,000

21年度下半期 22年度上半期

その他情報

ﾋﾞｼﾞﾈｽﾏｯﾁﾝｸﾞ うち成約69件

うち成約5件

●新規開拓とメイン化の徹底推進
による取引基盤の拡充

●情報提供・ﾋﾞｼﾞﾈｽﾏｯﾁﾝｸﾞによる
付加価値営業を展開

●医療・福祉、農業分野など県内
成長分野への活動注力

法人マーケットへの取組み （単位：件）

県内法人へのメイン化推進県内法人へのメイン化推進

15,834 14,757 14,057

4,483 5,203 6,203

0

5,000

10,000

15,000

20,000

25,000

22/3 22/9 23/3計画

メイン先

非メイン先

（20,260）
（20,317）

事業性貸出先数

（19,960）

（単位：先）

第２回ぶぎん農業経営塾 地方銀行フードセレクション
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個人部門戦略（運用）個人部門戦略（運用）

6,787 7,467 7,796 7,934

12,179

3,381
3,689

3,883 3,970

0

2,000

4,000

6,000

8,000

10,000

12,000

14,000

20/3 21/3 22/3 22/9 23/3(予想)

住宅ローン その他個人ローン

非事業性貸出残高
（単位：億円）

(10,168) 
(11,156) (11,679) 

(11,904) (12,179) 

12.1%
18.8%

29.7%
35.4%

87.9%
81.2%

70.3%
64.6%

0%

10%

20%

30%

40%

50%

60%

70%

80%

90%

100%

20/3 21/3 22/3 22/9

固定金利

変動金利

住宅ローン固定・変動金利別残高割合

●住宅ローンセンターによる業者
開拓・復活活動

●借換専用商品を活用した営業店に
よる借換推進

●アパマン専担者による業者からの
新規案件の獲得推進

●エリアＦＰと連携した富裕層への
借換提案活動の強化

運用増強に向けた取組み

住宅ローン住宅ローン

資産運用型ローン資産運用型ローン （単位：％）
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個人部門戦略（調達）個人部門戦略（調達）

25,458
24,766

24,940

178,899

175,166

168,899

24,000

25,000

26,000

22/3 22/9 23/3（計画）

160,000

165,000

170,000

175,000

180,000
個人預金残高

個人メイン化先数

個人預金残高（末残）・個人メイン化

（単位：百万円）

1,965

997 952
521

1,144

861 853

685
1,227

1,197

20

139

79113

0

500

1,000

1,500

2,000

2,500

3,000

3,500

20/3 21/3 22/3 22/9 23/3(予想)

国債窓販(個人国債)

保険（生・損）

投信

(3,249) 

(1,972)  
(1,886) 

預り資産収益額

(2,425) 

(1,227) 

22年下期計画
(1,197)

●年金・給振セット化、退職金マーケット
への取組継続による調達基盤の強化

●住宅ローン顧客を中心とした基盤取引
セット化の推進

●全員営業態勢の定着化による預り資産
の推進

●預り資産推進室による営業店応援態勢
の強化

調達増強に向けた取組み

個人預金・メイン化個人預金・メイン化

預り資産預り資産

（単位：件、億円）
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地公体部門戦略地公体部門戦略

地公体との貸出金推移地公体との貸出金推移

地公体計

565
871

1,115
1,328

1,502 1,525

0

200

400

600

800

1,000

1,200

1,400

1,600

1,800

18/9 19/9 20/9 21/9 22/9 23/3

●１８年９月より本部・営業店連携による
地公体への新規開拓・シェアアップ活
動を本格展開

●県内浸透度１００％達成まであと一歩

●２２年４月、県下水道局の指定金融
機関を獲得

地公体マーケットへ取組み 地公体本体取引のみ （単位：億円）

県内地公体への浸透度推移県内地公体への浸透度推移
地公体本体取引のみ（単位：先）

地公体との預金推移地公体との預金推移
地公体関連取引含む （単位：億円）

地公体計

743

1,679
1,517

1,680 1,725 1,780

0

200

400

600

800

1,000

1,200

1,400

1,600

1,800

2,000

18/9 19/9 20/9 21/9 22/9 23/3

34
46

62
69 64

37
25

9

2 1

0

10

20

30

40

50

60

70

80

18/9 19/9 20/9 21/9 22/9

取引先数 未取引先数

※市町村合併により７１市町村→６５市町村へ
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中期経営計画中期経営計画 進捗状況進捗状況

計数目標

10.5％程度
（Tier１比率８％程度）

10.5％程度
（Tier１比率８％程度）

１％台１％台

コア業務純益コア業務純益

当期純利益当期純利益

自己資本比率自己資本比率

不良債権比率不良債権比率

２２０億円２２０億円

１００億円１００億円

ＲＯＥＲＯＥ 6.0％6.0％

１０．５０％１０．５０％

２．５３％２．５３％

２１１億円２１１億円

４１億円４１億円

２．７８％２．７８％

２５年３月期目標２５年３月期目標２２年３月期２２年３月期

≪ガイド目標≫ 貸出金残高＋２，０００億円（年率２．５％） 預金残高＋３，０００億円（年率３％）

22

10.80％(＋0.30％）10.80％(＋0.30％）

2.5％程度(＋0.2％）2.5％程度(＋0.2％）

２１９億円(＋１６億円)２１９億円(＋１６億円)

６６億円(＋２０億円）６６億円(＋２０億円）

4.25％(＋1.21％）4.25％(＋1.21％）

２３年３月期予想（計画比）２３年３月期予想（計画比）
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本日は、弊行会社説明会にご参加いただきまして
誠に有り難うございます。

本日配布致しました資料に記述されている将来の
業績予想及び未確定の目標値等は、経営環境の変
化等に伴い変化し得ることにご留意ください。

本日の説明に関するご照会先

武蔵野銀行 総合企画部

℡ ０４８－６４１－６１１１（代）

担当：松本

（広報・ＣＳＲｸﾞﾙｰﾌﾟ）
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埼玉県主要プロジェクト一覧埼玉県主要プロジェクト一覧

《駅周辺の整備》
1.大宮駅周辺地区再開発事業
2.鉄道博物館周辺の整備
3.日進駅周辺地区開発事業
4.「西大宮駅」周辺地区開発事業
5.浦和駅周辺地区開発事業
6.武蔵浦和駅周辺地区開発事業
7.上尾駅東口市街地再開発事業
8.蕨駅西口地区再開発事業
9.武蔵野操車場跡地開発事業
10.越谷駅東口第一種市街地再開発事業
11.越谷レイクタウン特定土地区画整理事業
12.狭山市駅西口地区整備事業

《新都心の整備》
1.さいたま新産業拠点（SKIPシティ)の整備
2.本庄新都心地区整備

《新交通システム沿線の整備》
1.埼玉高速鉄道沿線の整備
2.つくばエクスプレス沿線の整備

《高速道路の整備》
1.圏央道IC等周辺の整備
2.三郷インターA地区の整備

《その他》
1.PFI事業
2.本田技研関連企業の集積

・三郷

・大宮

・越谷
・浦和

・本庄

・寄居

・小川

・狭山

・上尾

・蕨

《埼玉県の主要施策の概要》

埼玉県雇用ニューディール～雇用を軸とした政策の展開～

依然として厳しい県内雇用情勢を踏まえ、あらゆる政策の縦軸に「雇用
の創出・確保」を位置づけ、官民連携で雇用創出を推進。

・川越

•埼玉県内には、プロジェクトが目白押し
•埼玉県の格付 ＡＡ＋（安定的） Ｒ＆Ｉ

•埼玉県内には、プロジェクトが目白押し
•埼玉県の格付 ＡＡ＋（安定的） Ｒ＆Ｉ
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圏央道の延伸効果圏央道の延伸効果

圏央道の全線開通により、東名、中央、関越、常磐、東関東などの各高速道と接続し、横浜港
、成田空港の他、新潟方面へのアクセスも格段に向上。埼玉県は全国屈指の交通の要衝。

平成22年度は川島IC～桶川JCT（仮称)間(延長
5.7㎞)を開通（平成22年3月28日）

埼玉県企業局は、平成19年度から圏央道沿
線における産業団地整備事業に取組んでい
る。

⇒ 菖蒲南部産業団地・川越第二産業団地
・騎西城南産業団地

•全国屈指の交通の要衝（平成２６年度中に県内全線開通予定）•全国屈指の交通の要衝（平成２６年度中に県内全線開通予定）
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埼玉県の魅力埼玉県の魅力

1.巨大なマーケットの中心に位置

１都6県と隣接、日本の人口の1/3（約4千万人を抱える）首都圏の巨大マーケット

２.交通網の発達

（１）発達した道路交通網

「関越」・「東北」・「常磐」自動車道がそれぞれ南北に縦断するとともに
「東京外環自動車道」は東西に横断している。

（２）鉄道網の充実

大宮を基点とした「東北」・「秋田」・「山形」・「上越」・「長野」新幹
線網により主要都市と直結している。

３.多種多様な製造業が集積

（１）多種多様な製造業

自動車関連産業を主体に多種多様な地場産業などがある。
⇒川口市(金型・鋳物)、さいたま市(光学機器)等
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埼玉県の魅力埼玉県の魅力

（２）埼玉県の企業誘致件数

埼玉県では、平成１９年４月から平成２１年３月まで「チャンスメーカー埼玉戦略」を展開。

目標１２０件 実績 １９２件（目標比 +７２件）

２２年度より「チャンスメーカー埼玉戦略Ⅱ」をさらに開始！

4.大学・研究機関が集結

（１）埼玉県内250以上の研究機関が立地

（２）埼玉県内に59の大学キャンパスを有する

【当行の産学連携の取組（提携）】

・東洋大学 平成17年5月提携

・埼玉工業大学 平成18年3月提携

・立教大学 平成19年7月提携

・日本工業大学 平成19年11月提携

・西武文理大学 平成19年12月提携

・埼玉大学 平成21年10月提携

・埼玉県立大学 平成22年9月提携

5.東京に隣接しているものの地価が割安

出所:埼玉県

工業地・商業用地平均価格は、東京ばかりか、

神奈川県よりも割安
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埼玉県の特徴埼玉県の特徴①① ～人口と就業者数～～人口と就業者数～

■総人口は全国５位

■県外就業者は100万人

出所:埼玉県
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埼玉県の特徴埼玉県の特徴②② ～県内総生産～～県内総生産～

■県内総生産は全国第５位

出所:埼玉県
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埼玉県の特徴埼玉県の特徴③③ ～県民所得～～県民所得～

■県民所得は全国第５位

■一人当たり県民所得は全国第１５位

出所:埼玉県
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埼玉県の特徴埼玉県の特徴④④ ～事業所～～事業所～
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埼玉県の特徴埼玉県の特徴⑤⑤ ～産業構造～～産業構造～

出所:埼玉県
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埼玉県の特徴埼玉県の特徴⑥⑥ ～産業構造～～産業構造～

出所:埼玉県
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埼玉県の特徴埼玉県の特徴⑦⑦ ～産業構造～～産業構造～

出所:埼玉県
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埼玉県の特徴埼玉県の特徴⑧⑧ ～～その他その他～～
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埼玉県の農業埼玉県の農業①①

出所：埼玉県
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埼玉県の農業埼玉県の農業②②

出所：埼玉県
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埼玉県の医療埼玉県の医療
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埼玉県経済埼玉県経済①① ～全国順位～～全国順位～

事 業 所 数 24.8万ヶ所 2006年10月 全国５位(東京、大阪、愛知、神奈川）

県 内 総 生 産 21.1兆円 2009年度 全国５位(東京、大阪、愛知、神奈川）

製造品出荷額等 14.9兆円 2009年度 全国６位(愛知､神奈川､静岡､大阪､兵庫）

県 民 所 得 21.7兆円 2009年度 全国５位(東京、神奈川、大阪、愛知)

出所：総人口、事業所数 総務省
県内総生産、県民所得 内閣府
製造品出荷額等 経済産業省
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埼玉県経済埼玉県経済②② ～人口遷移～～人口遷移～
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■埼玉県の移動人口■埼玉県内人口および世帯数

出所：国勢調査（08，09，10年は埼玉県の推計調査）
出所：埼玉県

万人

万世帯

単位:人
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埼玉県経済埼玉県経済③③ ～地価動向～～地価動向～

■基準地価（埼玉県）
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■公示地価（埼玉県）

毎年1月1日を基準とした県内全域の平均変動率の推移毎年7月1日を基準とした県内全域の平均変動率の推移
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出所：経済産業省、日本自動車販売協会連合会

詳細につきましては、ぶぎん地域経済研究所のホームページ (http://bugin-eri.co.jp)をご参照ください。

■大型小売店販売額
対前年比の推移

■乗用車新車販売台数
対前年比の推移
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■新設住宅着工戸数

対前年比の推移

■1世帯あたり消費支出額
対前年比の推移

出所：総務省、国土交通省

詳細につきましては、ぶぎん地域経済研究所のホームページ (http://bugin-eri.co.jp)をご参照ください。
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詳細につきましては、ぶぎん地域経済研究所のホームページ (http://bugin-eri.co.jp)をご参照ください。

■鉱工業生産指数
対前年比の推移

■有効求人倍率
対前年差の推移

出所：経済産業省、厚生労働省、埼玉県
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詳細につきましては、ぶぎん地域経済研究所のホームページ (http://bugin-eri.co.jp)をご参照ください。

■消費者物価指数
対前年比の推移

■企業倒産
倒産件数の推移

出所：総務省、埼玉県、帝国データバンク
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プロフィールプロフィール

■会社概要（22年9月末日現在）

設立 1952年（昭和27年）3月6日
本店 さいたま市大宮区桜木町一丁目10番地8
従業員数 2,198名
資本金 457億円
有人店舗 91か店（県内89、県外2)
店舗外ATM 121か所
ＡＴＭ・ＣＤ設置台数 477台

■店舗配置図

■経営理念
「地域共存」「顧客尊重」を永遠の企業理念とし、
埼玉の地元銀行として総合金融サービスの向上に努
め、地域経済・社会の発展に貢献する。

■埼玉県内、金融機関の店舗数
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当行データ当行データ①① ～貸出金の推移～～貸出金の推移～
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当行データ当行データ②② ～預金等の推移～～預金等の推移～
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当行データ当行データ③③ ～有価証券の状況～～有価証券の状況～
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当行データ当行データ④④ ～預り資産・自己資本の状況～～預り資産・自己資本の状況～


